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はしがき 本稿は，平成２９年２月２１日開
催の税制基本問題研究会における，岡山大学法
学部 准教授 小塚真啓氏の「日本版スピンオ
フ税制の課題」と題する講演内容をとりまとめ
たものである。なお，当日の配布資料を本文末
尾にまとめて掲載している。（平成２９年４月１０
日開催の会員懇談会でもご講演をいただいてい
る）
１．はじめに
今日の報告のタイトルは「日本版スピンオフ
税制の課題」というものでして（スライド１），
平成２９年度の税制改正で設けられる予定の，
「スピンオフ」と呼ばれる企業組織再編取引に
関する所得税・法人税の特別な措置がテーマで
す。より具体的にいいますと，そのような特別
な措置を設けることについて，課税の理論の上
ではどのような位置づけが与えられるのか，す
なわち，特別な措置がなぜ必要とされるのか，
また，それにはどのような問題があると考えら
れるのかを最初に簡単に説明した上で，現実に
設けられている制度はどのようなもので，どの
ような特徴があるのか，特に，どのような課題
が残されているのか。そうしたことについてお
話しさせていただければと思います。私自身，
このテーマについて，まだ十分に深く研究でき
ているわけではなく，色々と不十分なところは
あるかと思いますが，どうぞよろしくお願いい
たします。
さて，本日のお話の概要ですが（スライド２），
最初に，本題に入る前準備として，スピンオフ
に関する特別な措置の理論的な背景，いい換え
ますと，スピンオフについて税制上の特別な措
置を設けることがなぜ必要になってくるのかと
いうことを簡単に示します。ごく簡潔に一言で
いえば，それは所得税や法人税による課税が所
得課税である故のものだ，ということになりま
す。法人税や所得税によって私たちは「所得」
に課税しようするわけですが，そのために，ス
ピンオフのような企業組織再編成に関して特別
な措置が必要とされる，ということです。また，
もう一つの前準備として，所得税・法人税によ
る配当課税の特徴とその脆弱性についても簡単
に説明します。スピンオフに関する特別な措置
を設けるにあたって十分に留意すべき事柄とし
て，この配当課税の脆弱性を悪化させないこと
があると思われるからです。スピンオフはすぐ
後でみますように（スライド３），ある法人が
別の法人の株式を株主に分配する取引です。今
回の改正で導入される特別な措置では分配され
た株式を発行している法人が事業活動を継続す
ることが要求されますので，株主が法人投資か
らの利益を手にすることはできず，その時点で
配当課税をしなくても大きな問題はない，その
ようにも思えてしまうわけですが，それが，株
式譲渡という，利益を手にするためのもう一つ
の手段と組み合わされることで，配当を受ける
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のと変わりがない状態を作るばかりか，経済的
に存在しない課税上の損失も作り出すことがで
きる，しかも，それがこれまで以上に，より柔
軟にできてしまう，このような可能性があるこ
とに気を配る必要があるのではないか，そうい
うことを考えてみたいと思います。
そして，以上の前準備を踏まえて，新たに導
入される特別な措置がどのような内容なもので
あり，どのような特徴を持つものであるのかを，
既存の企業組織再編成に関する特別な措置，す
なわち，適格組織再編成との関係も踏まえつつ，
説明させていただきます。その内容を予め述べ
るとすると，従来の適格組織再編成の枠組みを
維持したまま，それを拡張・修正したものが
「日本版スピンオフ税制」である，ということ
になるのですが，前準備でお話しさせていただ
く留意事項が必ずしも意識されていないのでは
ないか，それ故にある種の脆弱性を抱えてしま
っているのではないか，という話に繋がってい
きます。こうした脆弱性については，２０１６年２
月２９日に最高裁判所がいわゆるヤフー事件・
IDCF事件で適用を認めた組織再編成に関する
一般的否認規定による対処が想定されているの
かもしれないのですが，具体的に考えてみると
どうも上手く機能しないのではないか，仮に機
能したとしても，濫用とはいい難い正当な取引
までもまとめて殺してしまう，オーバーキルと
なってしまうおそれがあるのではないか，そう
いうことが今考えていることになります。
ではどうするべきか。私としては，スピンオ
フなどの法人分割に関する特別な措置を連邦所
得税制のごく初期の頃から設け，紆余曲折を経
ながらもそれと付き合ってきたアメリカ法の経
験が大変に参考になるのではないか，と考えて
おりまして，そうしたアメリカの経験をごくご
く簡単に紹介し，そこから見いだし得る示唆を
示した上でこの報告を終える，という形で今回
の研究報告をさせていただこうと思います。
２．問題の背景
２―１ 実現主義とロックイン効果
１ スピンオフと所得課税
それでは本題に入りますが，まず，スピンオ
フがどのような取引であるのかを簡単に説明し
ます（スライド３）。左側がスピンオフ実施前
の状況，右側がスピンオフ実施後の状況です。
D社の株主が，D社株式を保持したまま，子会
社のC社の株式の分配を原則として按分的に
受けるのがスピンオフで１，D社と C社の関係
は親子から兄弟に変わることになります。なお，
なぜ，もともとの親会社をD社，もともとの
子会社をC社と表記しているのかといいます
と，こうした表記法はアメリカ法で広く使われ
ているものでもあるのですが，D社の“D”は
“distributing”の頭文字，つまりスピンオフにお
いて分配をする法人という意味で，これに対し
てC社の“C”は“controlled”の頭文字，要するに，
D社の支配下にある子会社だ，という意味です。
そして，典型的な，つまり，税負担軽減のみ
が目的であるといった濫用的なものではないス
ピンオフでは，D社の下にあった事業がD社
の下とC社の下とに分かれることになります。
D社の下からC社の下へと移転する事業は，D
社がメーンで営んでいるコアな事業と関連性の
薄い非コアのもの，ある種の副業的なものであ
るかもしれませんし，もともとはメーンだった
のだけれども，時代の変化にあわせて新たに始
１ 「スピンオフ」はアメリカにおける法人分割取引の一類型である“spin-off”をカタカナで表記したものであり，“split
-off”―D社が存続し続ける一方，D社株主がD社株式と引換えにC社株式を受け取る取引―や“split-up”―D社が清
算し，D社株主に２つ以上のC社株式を残余財産として分配する取引―とは，D社株主がD社株式を保持したま
まC社株式の分配を受ける点で区別される。See e．g．Douglas Kahn，Jeffrey Kahn，and Terrence Perris，PRINCI-
PLES OF CORPORATE TAXATION（West Academic，２０１０）¶８．０２．
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めた事業に取って代わられて非コアになった事
業だったり，あるいは，もともとは一つの事業
であるのだけれども，展開する地域ごとにそれ
ぞれ独立の会社の下で行うようにしたものだっ
たり―これは，たとえば，東と西に分かれてい
る電気通信会社を共通の持株会社の下に置かず，
それぞれ独立して株式市場に上場するようなイ
メージですね―，種々のパターンが考えられま
す。また，スピンオフによって，D社の下で営
まれてきた事業をC社に移転する動機・目的
についても，D社のコア事業との関連性があま
りなく，別の法人の下で営むようにすることで
全体としての企業価値を高められそうだ，とい
うこともあるでしょうし，ある一方の事業リス
クが他方に波及しないようにする，ということ
もあるでしょうし，あるいは，D社の規模が大
きすぎて経営上支障があるので分けよう，とい
ったこともあり得るかもしれません。そして，
事業を別の法人に移転する，要するに，ある法
人の事業を別の法人に分離するやり方としては，
スピンオフを使わずとも現金で売却することも
できるわけで，これまで日本ではそのような事
業譲渡が主に実施されてきたと思うのですが，
独立の法人を相手に現金化してしまっているの
に課税を行わないというのは，特別な税制優遇
としてでなければ実現は困難と考えられるのに
対し，スピンオフでは直接には現金のやり取り
がないので，その時点では課税を行わないとい
うことも，原則と異なる例外的な措置であるこ
とは確かだが，優遇ではない，本則的な措置と
して設けることも考えることができ，実際，そ
れが今度の平成２９年度の改正で実現することに
なったわけです。なお，このスライドでは，C
社を新たに設立し，そこにD社の下にあった
事業を移転するイメージになっていますが，D
社の外に移転しようとする事業は既にC社の
下にあり，D社が C社株式を株主に分配する
だけという形のスピンオフもあり得ます。後で
詳しくみることにしますが，改正によると両方
のパターンについてその時点では課税を行わな
い，課税を繰り延べる措置が設けられることに
なっています。
しかし，スピンオフでは現金のやり取りが直
接にはないので，その時点で課税しなくても何
ら問題はないのだ，とはならず，むしろ，現金
を受領しなくとも資産の譲渡があれば課税する
というのが，特に法人税では法人税法２２条２項
の解釈として原則だといわれます。したがって，
スピンオフの場合に優遇でなく，本則的な措置
として課税を繰り延べるということには，課税
の論理として何らかの正当化の要素があるとい
うことになりますが，それはどういうものなの
かということを，先ほど概要のところで予告し
ましたように，そもそも譲渡があれば課税しな
ければならないのは何故かということから出発
して考えていくことにしましょう。
２ 所得課税における実現主義
資産の譲渡等の外部取引があれば，現金を受
け取らなくても課税すること，逆に，資産の譲
渡等がないと基本的には課税をしないこと，こ
うしたやり方というか，原則について「実現主
義」という表現が用いられます（スライド４）。
注意していただきたいのは，企業会計にも「実
現主義」という言葉があり，こちらは収益計上
にあたり，商品などが販売等により現金や現金
等価物に転化することを要求する原則ですか
ら２，それとは内容がやや異なるものだという
ことです。先ほどでみたスピンオフ（スライド
３）では，現金は直接には出てきておらず，C
社株式も，直ちに株式市場に上場され，それを
D社株主が受け取るという場合は別ですが，常
に現金の等価物であるとはいえないでしょう。
さらに，D社は C社株式をD社株主に譲渡し
２ たとえば，岡村忠生『法人税法講義〔第３版〕』（成文堂，２００７年）５６―５７頁。
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ているだけで，そもそも何も受け取っていませ
んから，この点についていえば，そもそも収益
の実現があり得ないようにもみえます。しかし，
所得税や法人税のような所得課税の文脈では，
現金を受け取らない場合，極端には，何も受け
取ることがない相続や贈与のような無償取引の
場合であってもその時点で課税を行う，これが
所得課税における実現主義であり，そのような
課税のあり方を支える理屈としては，課税対象
の所得は，資産の譲渡の場合には，譲渡した資
産の増加益として，役務を提供する，要するに，
モノを貸すといったサービスを相手に享受させ
る場合には，提供する役務の価値として，譲渡
や提供の前に発生し，存在しているという発想
があります。所得課税という文脈での実現主義
は，資産の譲渡や役務の提供といった外部取引
があったことにより，それに先立って既に発生，
存在していた所得が課税の執行に適する状態に
なったと考え，課税しようとする発想だという
こともできるでしょう。
もっとも，資産の譲渡や役務の提供の前であ
っても所得が生じているとすれば，そのような
発生の時点で課税しないのは何故かという疑問
が湧いてくるところです。たとえば，開発によ
って周辺環境が改善した土地を売却するという
場合についていえば，売却する前の，開発等が
あった時点で既に所得は生じているはずだから，
その段階で課税するのが筋なのではないか，つ
まり，毎年の終わりにその土地の時価を算定し，
それと前の年の時価との差額を所得として把握
して課税するべきなのではないかとも考えられ
るわけです。これは，納税者の納得が得られる
のかという点はひとまず措くとすれば，所得課
税のあり方として，後で触れるロックイン効果
も生じませんので，理想的なものではあるでし
ょう。しかしながら，このようなやり方を実際
の税制として実施しようとすると，毎年の時価
の測定にあたって納税者，課税庁の双方に莫大
なコストがかかることが予想され，きちんと執
行することがほとんど不可能になってしまうこ
とが懸念されます３。そこで，時価の測定に要
するコストを節約するために，譲渡などの外部
取引があるまでは課税をしないようにする，そ
うすると，譲渡などの外部取引は多くの場合，
現金やその等価物の受領を伴うので，その金額
を通じて生じていた所得を客観的に測定できる
ようになるはずだ，こういった発想が所得課税
における実現主義の背景にあるだろうと考えら
れるわけです。
とはいえ，これで疑問はすべて解決だとはい
えません。何故なら，現金やその等価物の受領
を伴うといっても，それは譲渡などの外部取引
のすべてに当てはまるものではありませんし，
また，スピンオフのような企業組織再編成取引
では個々の資産ではなく，まとまった事業の価
値を測定しなければならず，その測定は最初に
算定する納税者の側にとっても，それを検証す
る課税庁の側にとっても大きな負担となるでし
ょう。それならば，いっそのこと企業会計上の
実現主義のように，現金やその等価物への転化
を要件にしてしまうとか，それは極端にしても，
たとえば組織再編成による移転であればおよそ
課税の対象としないとか，そういったことが一
貫した取扱いとして支持されるのではないか，
というようにも思われますが，そのような途は
所得課税のあり方として相当に問題があり，採
り難いものだといえます。そのことをお話しす
るのがこの先の４枚のスライドです（スライド
５～８）。
３ 売買＋消費型VAT
まず，現行の消費税に類似した，もっぱら事
業の段階で実施する課税制度を考えます（スラ
イド５）。事業者を納税義務者とし，それぞれ
３ たとえば，岡村忠生＝渡辺徹也＝髙橋祐介『ベーシック税法〔第７版〕』（有斐閣，２０１３年）６４―６５頁。
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の事業者の下で生じた付加価値に課税する点は
消費税と同じですが，仕入れについて税額控除
でなく費用控除を認める点が異なります。そし
て，そのような課税制度がある中で生産者が製
品を製造し，これを消費者に販売していくわけ
ですが，さらに，生産者の製品製造に用いるた
めの機械を製造業者が製造し，生産者に販売し
ます。なお，製造業者が機械を製造するために
は原材料が必要なはずですし，製造業者の下で
も生産者の下でも労働力が必要なはずですが，
これらはすべて外部取引によらず事業者の内部
で調達されるものとします。ちなみにこれは，
シカゴ大学ロースクールのDavid A Weisbach
教授の２００６年の論文の中に出てくる例を借用し
たものです４。
この経済では，まず０年目に製造業者は時価
７０の機械を製造し，これを現金７０で生産者に販
売します。そして，生産者は１年目から１０年目
の１０年間にわたって，この機械を用いて製品を
製造し，消費者に販売していきます。１年間の
間に生産者が製造した製品の価値（の合計）は
１０であり，これがすべてその年の間に消費者に
販売され，消費者は（合計で）現金１０を生産者
に支払います。この場合に消費税と類似した事
業段階の課税，つまり消費型VATでの課税標
準がどうなるのかを示したのが，スライドの下
の方にある表です。０年目の行をみてみますと，
製造業者が現金７０の売上げを得ているので，そ
こで課税標準が７０増えているものの，生産者が
現金７０の支払いで機械を仕入れているので，そ
こで課税標準はマイナス７０となって，国庫の視
点からはプラスマイナスゼロです。つまり，税
率は明示しませんでしたが，仮に１０パーセント
であるすると，製造業者は現金７を納税するが，
生産者が現金７の還付を受けるので，結局，全
体でみれば課税は行われていないということに
なるわけです。これに対して１年目から１０年目
はどうかというと，毎年，生産者が現金１０の売
上げを得ることとなり，それが１０年分あります
のでトータルでは課税標準は１００となります。
そして，例えば税率が１０パーセントとすると納
税額はトータルで現金１０となっていますが，毎
年の税収は現金１であり，これは消費者の毎年
の消費である１０に１０パーセントを乗じたものと
等しいですから，まさしく消費課税が行われて
いるということになりましょう。なお，０年目
から１０年目までを足し合わせた総計の行をみて
いくと，製造業者の課税標準は７０，生産者の課
税標準は３０で，合わせて１００となっています。
４ 売買＋所得型VAT
他方，次のスライドではVATを消費型から
所得型に変更しています（スライド６）５。スラ
イドの上の方にある図は何も変わりませんが，
下の方にある表には変化があります。すなわ
ち，０年目の行をみてみますと，製造業者の下
に課税標準が７０生じるところは同じですが，生
産者の課税標準はマイナス７０でなくゼロです。
消費課税でなく所得課税ですので，支出した金
額と等価な機械を取得している場合には費用控
除が認められず，それは資産計上される。そし
て，製品の製造に用いられた価値が減少してい
く翌年以降において，少しずつ，生産した製品
から販売収益が生じるのにあわせて，減価償却
を通じて控除されていくことになるわけです。
本当の意味で正しく所得課税を実施するため
には，販売収益が将来どのように生じるのかを
考慮して，つまり将来キャッシュフローを適切
に現在価値に割り引いて減価償却の算出をする
必要がありますが６，ここでの分析の目的は真
４ David A．Weisbach，The Irreducible Complexity of Firm-Level Income Taxes : Theory and Doctrine in the Cor-
porate Tax，６０Tax L．Rev．２１５（２００６）．
５ See Weisbach，supra note４at２２１―２２２．
６ たとえば，小塚真啓「債務免除益の法的・経済的性質と所得分類」租税研究７９５号７４頁，７９―８０頁（２０１６年）参照。
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の所得課税に近似させるだけで達成できますの
で７，機械の耐用年数である１０年間にわたって
毎年同じ額を償却する定額償却を使っています。
定額償却ですので，毎年７ずつ控除されますか
ら，１年目から１０年目にかけて生産者の課税標
準は３ずつとなり，トータルでは３０になる。し
たがって，一番右の列の総計を見ると，０年目
の課税標準は７０，１年目から１０年目の課税標準
の合計は３０となります。一番右下のトータルは
１００になっていて，先ほど（スライド５）の表
と変わらず，また，そもそも一番下の行も同じ
なのですが，０年目と１年目から１０年目との間
での割り振り，要するに，全体でみたところの
課税標準がどのタイミングで生じるのかが変わ
ります。先ほどの例（スライド５）では消費課
税を行なおうとしていましたので，０年目には
消費者による消費がなく，１年目から１０年目に
かけて消費者が合計で１００の消費をする場合に，
専ら後者に課税標準が割り振られるのは正しか
った。ですが，消費はなくとも，純資産が増加
していれば全体でみて所得は生じていますので，
所得課税を行なおうというのなら，０年目にそ
れが計上されることが正しいわけです。逆にい
えば，０年目の課税標準が７０でなく０になって
しまっているとすると，それは実質的には消費
課税であって所得課税ではないということにな
ります。
５ 現物分配・出資＋所得型VAT
そのような，所得課税を実施するように設計
された制度の下で，実質的に行われているのが
消費課税であるという状況を表現したものが次
になります（スライド７）。一つ前の例（スラ
イド６）では，製造業者が生産者に機械を現金
７０で売却しており，そのために製造業者の下７０
の課税標準が生じ，それが生産者の下で相殺さ
れることなく課税の対象になっていました。し
かし，この例では製造業者が株主に機械を現物
で分配し，さらに製造業者の株主が生産者に機
械を現物で出資します。
ここでの所得型VATは，消費型VATにつ
いて原資回収のやり方を費用控除でなく減価償
却にするという変更を加えただけのものと考え
ていますので，現行の日本の消費税と同様８，
法人が株主に資産を現物分配によって譲渡して
も，また，事業者でない株主が資産を譲渡して
も，その時点で課税されることはありません。
もっとも，生産者も機械を仕入れるのに現金７０
を支出していませんから，資本的支出はゼロで，
その結果，毎年の償却額もゼロとなります。そ
の結果，下の表の一番右の列は，先ほどの所得
型VAT（スライド６）の時のものでなく，消
費型VAT（スライド５）の時のものと同じと
なり，制度としては所得型VATが採用されて
いる，つまり所得課税が行われようとしている
けれども，実質としては消費課税が行われてい
る状況になってしまっているわけです。
これを避けるにはどうしたらよいかといえば，
次のスライド（スライド８）で書いているよう
に，製造業者が行った機械の譲渡は現物の分配
であって現金の流入はないけれども，やはり課
税をしなければいけない。もちろん，これと併
せて，生産者は現金７０を支出していないけれど
も，資本的支出７０があったものとして１年目以
降に償却費を計上できるようにしないといけま
せんが，このように変更することで，製造業者
７ 借用元のWeisbach 教授の論文でも同じである。See Weisbach，supra note ４ at ２２２．なお，同じ結果が経済的減価
償却（サミュエルソン償却）で生じるには，将来キャッシュフローが逓減する，あるいは，割引率がゼロでなけれ
ばならない。岡村・前掲注２１２０―１２１頁参照。
８ 消費税法の解釈としては，（製造業者の行う）現物分配は「対価を得て行われる資産の譲渡」（消費税法２条１項
８号）に当たらないので，いわゆる不課税となり，（製造業者の株主が行う）現物出資は事業者（消費税法２条１
項４号）が行うものでないので課税の対象とならないと考えられる。
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が時価７０の機械を作り上げた０年目の時点でそ
れが課税に服することになる。そうではなく，
たとえば，製造業者の株主が生産者からの配当
などの形で現金やその等価物を得る時点で課税
するとすれば，そのような現金の配当はどんな
に早くても生産者が製品を販売し，収益を上げ
るのに合わせて行われるのがせいぜいでしょう
から，結局，消費課税にしかなりません。要す
るに，評価が大変だ，執行が大変だ，だから現
金やその等価物の流入を常に要求します，そん
なふうに妥協してしまいますと，所得課税は掘
り崩され，消費課税になってしまう可能性があ
るということです。ですから，所得課税を実施
するのだとすると，資産が譲渡された時点で対
価の有無や種類にかかわらず課税することを原
則としないと具合が悪い。もちろん最初から所
得課税でなく消費課税をやるのだ，としても構
わないわけですが，そのような決断をせずにあ
くまで消費課税でなく所得課税を実施しようと
すれば，譲渡時に課税するという原則は譲るこ
とができないというわけです。
６ ロックイン効果
しかし，譲渡があれば課税するというのを絶
対の原則としてしまうのも具合が悪いと考えら
れます（スライド９）。譲渡があれば課税され
るけれども，譲渡がないと課税されないとすれ
ば，課税がもし無ければ行われていたはずの譲
渡が行われなくなるという，ロックイン効果が
出てきてしまい，その弊害が甚だしいというこ
とも考えられるからです。
もちろん，この図で行われている取引は，先
の例（スライド７および８）にあったような，
おそらくは税負担を回避するためだけの取引と
は異なるのでしょう。仮に，製造業をメーンで
営む法人がたまたま貸ビルを副業的に運営して
いるけれども，効率が必ずしも良くないので，
貸ビルの運用を専門とする別の法人に移転して
効率的に運営できるようにして，収益性を高め
ようとしているとしましょう。ですが，貸ビル
やそれに付随する資産が法人から移転すること
は譲渡ですので原則として課税がある。こうい
う原則のあり方は先でみたように，所得課税で
ある以上は譲れない一線ではありますが，課税
されてしまうとその分だけ事業や投資に用いる
ことができる部分が減少してしまい，結局は事
業再編をやらない場合の方がやる場合と比べて
課税後では収益性が高くなってしまう，だから
事業再編は行われないということが起こり得る
ことになります９。
しかしながら，そのような事態は，効率化が
阻害されるばかりか，その見返りに税収が生じ
るわけでもありませんので，まったくの無駄，
死重損失です。さらに，技術の変化のスピード
が速い IT分野などでありそうなこととして，
まだまだ有望ではあるものの，最も注力しなけ
ればいけない第一線の事業ではないので，切り
離して他でやってもらいたい，捨てる神あれば
拾う神あり，としたいのだけれども，課税され
るとなるとなかなか実施しにくい，そうすると，
新しい分野への挑戦も滞りがちになる，経済に
あまり活気がなくなる，ちょっと極端かもしれ
ませんが，そういう事態が追加の税収なしに起
こることもまったくあり得ないことではないよ
うに思われます。そうであれば，実現主義のも
う一つの側面である，譲渡がなければ課税しな
いというところを若干拡張して，たとえば，事
業編成の一部については資産の運用の実質は変
化していないとして，譲渡がなかった場合と同
じようなものとみる余地はあるのではないか，
そうすることで，既存の事業がより効率的に運
用されたり，新たな事業が生み出されたりする
ことで結果として税収も増えるようにした方が
よいのではないか，ということになるでしょう。
９ See e．g．Alan J．Auerbach，Retrospective Capital Gains Taxation，８１Am．Eco．Rev．１６７，１６７（１９９１）．
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今度の改正で導入されるスピンオフに関する特
別な措置や，これまでにも存在した適格組織再
編の制度の理論的な背景としては，このような
ものがあると考えられるわけです。しかし，繰
り返しとなりますが，譲渡があっても課税しな
いということは，所得課税を根本から掘り崩し
てしまう危険性があるものですので，例外をど
のような形で設けるのかには慎重な検討を要す
るだろう，このようにいうことができると思わ
れます。
２―２ 配当課税の特徴と脆弱性
１ 配当と株式譲渡益
次に，スピンオフに関する所得税・法人税の
特別措置のあるべき内容を考える上でもう一つ
考慮に入れるべきと思われる事項である，配当
課税の問題を具体的に見ていくことにします
（スライド１０）。問題の根幹，あるいは根本的
な原因は，株主が法人に対して行う投資からリ
ターンを得る経路として異なる２つがあること，
すなわち，株式を保持したまま，法人内部の活
動で生じた利益の一部を，現金などの配当とい
う形で得る場合と，株式を譲渡し，法人内部の
活動で生じた利益を反映して上昇した価値に対
応した現金などを得る場合があること，そして，
これらの２つの方法のいずれでも法人への投資
により，そして法人がその内部で行った活動に
より，株主に発生し，帰属していた所得が実現
するのであって，その意味では特に違いがない
にもかかわらず，課税上の取扱いに違いがある
ことにあります。
取扱いの違いとしてまず挙げられるのは，適
用税率の違いです。配当は個人の株主が受け取
る場合には配当所得となり，株式市場に上場さ
れている株式について受け取ったものでなけれ
ば総合課税の対象となるため，その適用税率は
最大で４５パーセントに達しますが，株式譲渡益
は上場されていない株式についてのものであっ
ても株式譲渡所得として一律１５パーセントの申
告分離課税を受けますので，配当よりも株式譲
渡益の方が個人株主には有利なことが多い１０。
ただし，株主が法人の場合には，配当であれば
受取配当益金不算入の適用を受けることができ
て場合によっては完全に非課税となるのに対し，
株式譲渡益には益金不算入の規定は基本的にな
くそのまま益金に算入されますから，一般的に
は個人株主のときとは逆に株式譲渡益の方が配
当より有利です１１。さらに，両者の間での取扱
いの違いとしては，株式の取得を通じて法人に
投資した原資を回収できるか，その分を非課税
で受け取ることができるかというものもありま
す。株式譲渡益の金額は，株式を譲渡して得ら
れた収入から取得費を差し引いて計算されます
から，原資の回収が認められますが，配当の金
額には株式の取得に要した負債の利子が控除さ
れる点を除けば収入の金額がそのまま使われる
ので，原資を非課税で回収することが認められ
ないといえます。このため，個人株主が上場株
式を保有しており，受取配当について申告不要
や申告分離課税を選択し，株式譲渡益と同じ税
率１５パーセントの課税を受けることができる場
合１２であっても，原資の回収の有無まで考える
と，なお，株式譲渡益の方が配当よりも有利と
いうことできるでしょう。したがって，もし株
式譲渡益と配当との間で選択が可能できるなら，
配当より株式譲渡益が選ばれる蓋然性が高く，
配当を株式譲渡益に何とか転換しようというイ
ンセンティブが納税者に生じているように思わ
れるわけです。
１０ 所得税法８９条１項，租税特別措置法３７条の１０第１項，３７条の１１第１項。
１１ 法人税法２３条１項，６１条の２第１項。
１２ 租税特別措置法８条の４第１項，８条の５第１項，９条の３。
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２ 二重の転換による税負担軽減
納税者には配当を株式譲渡益へと転換するイ
ンセンティブが生じる，これが日本を含む多く
の国で一般に観察される配当課税の特徴ですが，
日本の場合にはそれにとどまらず，そこには濫
用ともいうべき税負担軽減の行為を誘発しかね
ない，脆弱性が存在しています。次の例はそれ
を示そうとしたものです（スライド１１）。
この例では，A社の株主が P社にA社株式
をすべて譲渡し，その直後に P社はA社から
配当を受け取った上で速やかにA社を解散さ
せ，残った現金等を残余財産の分配によって回
収します。この残余財産の分配に伴って P社
はA社株式を譲渡したこととなって株式譲渡
損益が計算されることになりますが，その際の
計算は素直に考えれば，譲渡収入は受け取った
現金等の金額，控除される譲渡原価は配当とし
て受け取った金額も反映された購入価額という
ことになりそうです。そうすると，マイナスの
株式譲渡益，つまり株式譲渡損が生じることに
なる。そして，もし仮に P社がA社からの配
当について受取配当益金不算入の適用を１００
パーセント受けられるとしますと，P社は株式
譲渡損を損金に算入するだけでよいことになる
でしょう。以上をまとめると，この取引を通じ
てもともとのA社株主は，A社が解散する前
に行う配当について配当所得として課税される
ことを免れ，その代わりに株式譲渡所得として
の課税を受ける。A社株主が個人で，A社株
式が株式市場に上場されていないとすると，適
用税率が大幅に低下すると考えられますが，そ
れだけでなく，P社も，実質的にはA社株式
を購入してすぐ売却したのと変わりがないにも
かかわらず，非課税の配当とそれと同額の株式
譲渡損を得たことになっている。要するに，A
社株主の側で配当が株式譲渡益に転換される一
方，P社の側ではプラスマイナスゼロの株式譲
渡益が配当と株式譲渡損に転換される，いわば
二重の転換が生じ，税負担の減少が起きている
わけです。こうした図式は東京高裁で平成２７年
３月２５日に判決があった IBM事件でみられた
もので，この事件では P社にあたる IBM AP
社が株式譲渡損を損金に算入することが認めら
れています１３。
もっとも，平成２２年度の税制改正によって内
国法人が完全支配関係のある別の内国法人の株
式を当該法人に実際に譲渡しても，譲渡したと
みなされても株式譲渡損益は生じないようにな
りましたので，現在では，この図の場合のよう
に P社がA社株式をすべて取得しており，P
社とA社との間に完全支配関係が存在してい
る場合には株式譲渡損が生じません１４。しかし，
このルールは法人間に完全支配関係がある場合
にしか適用がありませんので，たとえば，P社
が完全支配関係のない別の法人と共同でA社
を取得すれば P社と別の法人の下で株式譲渡
損が生じます。また，もともとのA社株主の
側で配当が株式譲渡益に転換できるという点に
は特に変化がありません。
そして，これまではA社株主が経済的実質
を変化させることなく，A社から配当として
受け取るはずであった利益を株式譲渡益に転換
できるのは，A社への投資を完全に終える場
合でなければ難しかったと考えられます。なぜ
なら，利益の一部を配当として受け取る代わり
にA社株式を譲渡してしまうと，A社株主の
持分比率が，配当を受け取っていた場合と比較
して低下してしまうからです。しかしながら，
スピンオフを非課税で実行することが可能であ
り，その制度をA社株主が配当で受け取るは
１３ 東京高判平２７・３・２５判時２２６７号２４頁。問題の詳細や検討については，小塚真啓『税法上の配当概念の展開と課
題』（成文堂，２０１６年）１３１頁以下を参照。
１４ 法人税法６１条の２第１６項。
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ずであった現金等を保持する法人を作り出すた
めにも使うことができるとしたらどうでしょう
か。これは，先にみた配当課税の脆弱性を，法
人への投資をいささかも終わらせることなく，
その利益の一部を配当として受け取ろうとする
場合にも利用できることを意味するように思わ
れます。効率的な企業組織再編成を促進するた
めにスピンオフの税制を設けようとすること自
体は肯定的に評価されるべきでしょうが，それ
には株式譲渡による配当の代替を容易にする側
面があるため，配当課税の脆弱性を突く途を拡
大してしまうことがないような配慮が必要であ
ると考えられるわけです。
３．適格組織再編成としてのスピンオフ
３―１ 組織再編税制の特徴と理論的根拠
１ 適格スピンオフ拡充の背景
以上がスピンオフに関する特別な措置を設け
るにあたり配慮が必要と考えられる事項です。
これらのことについて，今回の税制改正では十
分に配慮がなされたのか。導入にあたりどのよ
うな背景があったのか，どういう文脈で導入さ
れたのかを確認した上でみていくことにしたい
と思います。
まず，導入の背景ですが（スライド１２），ス
ピンオフに関する特別な措置の導入は経産省の
税制改正要望に含まれていました１５。さらにこ
れは経団連の税制改正の提言にも含まれており
まして１６，その内容が経産省の改正要望に反映
されたものだとも聞き及んでおります。そして，
その政策目的としては，「企業の機動的な組織
再編を促進」し，それによって「経営者による
『攻めの経営』を促進」するということがいわ
れています。この後みていきますが，課税され
ることなくスピンオフによって会社を２つに分
けるということがまったく不可能ということは
なかったわけですが，上場している企業が実施
することは，不可能ではないにしろ，かなり難
しかった１７。それを正面から実施可能にするこ
とが要望され，それに応えたのが本年度の税制
改正だ，ということになります。
２ 既存の適格スピンオフ
では，今年度の税制改正の前からどのような
スピンオフであれば課税なしに実行可能だった
のかといいますと，それは次の２つのパターン
になります。第１は，D社に支配株主が存在す
るパターンです（スライド１３）。ここでの支配
株主は，D社株式を５０パーセント超保有してい
る株主のことで，そのような株主が存在してい
る場合には，いわゆるグループ内組織再編とし
てスピンオフは適格とすることができる，つま
り課税されることなく行うことができるように
なっていました１８。具体的には，D社の事業２
を新設のC社に分割によって移転し，その対
価として取得した株式をD社が直ちに株主に
分配する，こうしますと，分割型分割と呼ばれ
る取引に法人税法上該当することとなり，その
上で，この取引の前後を通じて，１の株主，支
１５ 経済産業省「組織再編成税制等に係る所要の見直し」（http : //www．mof．go．jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy
２０１７／request/meti／２９y_meti_k_０４．pdf）（最終アクセス２０１７年４月２４日）
１６ 日本経済団体連合会「平成２９年度税制改正に関する提言」（２０１６年９月２０日）（http : //www．keidanren．or．jp/pol
icy／２０１６／０７８_honbun．pdf）（最終アクセス２０１７年４月２４日）
１７ 不動産事業と建設事業を営んでいた上場会社が建設事業を吸収分割により支配関係のない会社へ移転し，その対
価として取得した株式を株主に分配する分割型分割が共同事業再編の形態で行われた稀な事案として，２００３年１０月
の東急建設の会社分割がある。東急建設株式会社「建設事業部門の会社分割のお知らせ」（２００３年５月２７日）（http :
//www．tokyu-cnst．co．jp/index/download／２０７０／inline／２００３０５２７―０２．pdf）（最終アクセス２０１７年４月２４日）
１８ 法人税法２条１２号の１１イ，ロ，法人税法施行令４条の３第６項２号，第７項２号。また，太田洋（編著）『M&A・
企業組織再編のスキームと税務〔第３版〕』（大蔵財務協会，２０１６年）４７５―４８０頁も参照。
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配株主による５０パーセント超の株式の保有がD
社およびC社について継続する，すなわち，
取引の前においては支配株主がD社株式を５０
パーセント超保有しており，さらに取引の後に
新たに手にしたC社株式も，既に保有してい
たD社株式と同様に５０パーセント超保有し続
けるのであれば，分割型分割の適格要件を満た
すことが可能となっていました。厳密には，D
社株式やC社株式の保有割合が５０パーセント
超１００パーセント未満で支配関係しか存在しな
い場合には，D社から移転を受けた事業をC
社が継続するといった要件がありますが，いず
れにせよ支配株主が存在することが，この後に
みる共同事業組織再編の場合を除けば，適格と
なるための大前提であったわけです。
しかし，D社が上場企業であるとすれば支配
株主が存在する場合はほとんどないでしょう。
このような場合であっても，第２のパターンと
して，C社が既に存在し，D社から移転する事
業２と関連する事業を営んでいるのであれば共
同事業再編として適格となる余地がありました
（スライド１４）１９。しかし，そのようなC社が
都合よく存在しているケースはさほど多くはな
いでしょうから，結局のところ，適格の，つま
り非課税でのスピンオフというものは，多くの
上場企業では実施し得ないものであったと考え
られます。このような状況を改善し，以上の２
つの条件を満たすことができない，具体的には，
支配株主が存在せず，切り出したい事業と関連
する事業を営んでいるC社も存在しない場合
でも適格組織再編成となる形でスピンオフを実
行できるようにしてほしい，そうすれば日本経
済の活性化につながるのだから，好ましいこと
だというのが，経産省なり経団連なりの要望だ
ったということになります。
３ 適格組織再編成の根拠
スピンオフ税制は適格組織再編成の既存の枠
組みを拡張する形で導入する，それが経産省や
経団連の要望であり，実際，後で詳しくみてい
くように，今年度の税制改正ではそのように措
置されました。そこで，そのような手法でスピ
ンオフ税制が導入されたことが，スピンオフ税
制のあり方にどのように影響したのかという点
について，特に，スピンオフ税制の導入にあた
って配慮すべきと考えられる事項はきちんと汲
み取られたのかという観点から考えていくこと
にしたいと思います。
まず既存の適格組織再編成がどのような発想
に基づく措置であったのかを確認することにし
ましょう。これについては政府税制調査会から
２００１年の秋ごろに「基本的考え方」という文章
が出されており，その文章では組織再編成も課
税の対象であるのが原則であるが，一定の場合
には課税するべきではない，そのような例外は
どのような場合に，どのような理屈によって導
かれるのかが明らかにされています２０。ここか
ら２枚のスライドは「基本的考え方」の内容を
抜粋，引用したものです。
引用の最初のパラグラフでは組織再編成によ
って法人間で資産が移転してもそれは課税の対
象となるのが原則である，このことが確認され
ています（スライド１５）。しかし，２つ目のパ
ラグラフをみると「経済実態に実質的な変更が
ない場合」については，直ちに課税するのはむ
しろ適当ではない，そうでなく「課税関係を継
続させる」ことが適当であるとされます。実現
主義，あるいは所得課税を確保するという見地
からすれば，資産の譲渡が組織再編成の一環と
して行われる点のみをもって課税を差し控える
１９ 法人税法２条１２号の１１ハ，法人税法施行令４条の３第８項。具体的な実施例（と思われるもの）としては，前掲
注（１７）で挙げた東急建設株式会社による不動産部門と建設部門の分離がある。
２０ 税制調査会「会社分割・合併等の企業組織再編成に係る税制の基本的考え方」（http : //www．cao．go．jp/zeicho/
siryou/a０２kai_２．html）（最終アクセス２０１７年４月２４日）。
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わけにはいきませんが，資産を保持し続けるの
と経済実態の実質が変わらない場合があり得る
とすれば，その時点で課税をしてもロックイン
効果が悪化するだけではないか。そこで，資産
の譲渡はあったけれどもその時点では課税を行
わず，資産を保持した場合と同じように取り扱
うこととする。「基本的考え方」で示された組
織再編成の取扱いは，このような発想であると
理解することができるように思われます。その
上で「基本的考え方」は「移転資産に対する支
配〔の継続〕」の有無により経済実態の実質の
変化の有無を判断できるとするわけです。さら
に，３つ目のパラグラフに目を落とすと，経済
実態の実質が変わらない場合には課税をしない，
すべきでないというのは，組織再編成に伴って
株主が株式を譲渡する局面にも当てはまるとさ
れ，そこでの実質の変化の有無の基準となるの
は「株主の投資〔の継続〕」の有無であるとさ
れます。株主が法人に投資を続けている限り，
その法人の内部で投資が終了してもそれを理由
に株主が課税を受けることはないのですから，
それと同様の取扱いをすることはロックイン効
果の悪化防止という見地から正当化できるよう
に思われるところです。
もっとも，「基本的考え方」のいう「株主の
投資〔の継続〕」は，その時点での株式譲渡損
益の計上を差し控えさせるだけのものであって，
その時点での株主に対する課税を一切排除する
ものではありません。すなわち，組織再編成に
伴って株主が受け得る課税としては，株式譲渡
損益課税だけでなく，配当があったものとみな
す課税，いわゆるみなし配当課税があり２１，
「基本的考え方」でも確認されていますが（ス
ライド１６），みなし配当課税が行われるべきで
ない局面とは「株主の投資〔の継続〕」が認め
られる場合である，とはされていません。そう
ではなく，法人間の資産の移転で譲渡損益の計
上が繰り延べられる場合，それは，先に確認し
たところによれば，移転資産が経済実態からみ
ると従前通り保有され続けているといえるため
に課税上も保有され続けたものとして取り扱わ
れる場合であるわけですが，そのような場合に
は，みなし配当を生じさせる利益積立金額もそ
のまま法人間で移転させるべきである，だから
株主の側でみなし配当が生じることはない，こ
ういう発想であるのです。
次のスライドでは「基本的考え方」における
「移転資産に対する支配〔の継続〕」と「株主
の投資〔の継続〕」の位置付けを整理していま
すが（スライド１７），組織再編成があった時点
では課税をせず，従前の課税関係を継続させる
という主たる根拠は前者であり，後者は株主側
の課税の繰延べについてさえ限定的な役割が与
えられているに過ぎないことが注目されます。
今回のスピンオフ税制の整備にあたっては従来
の適格組織再編成の枠組みを拡げるという途が
選ばれましたが，そうすると，その要件が妥当
なものか否かの判断は第一義的には「移転資産
に対する支配〔の継続〕」が認められるかどう
かという観点から考えることになるでしょうし，
また，あとで簡単に検討する，組織再編成に関
する一般的否認規定の適用の可否にあたって問
題となる「趣旨及び目的から〔の〕逸脱」の有
無についても，「移転資産に対する支配〔の継
続〕」の有無が主たる考慮要素になるだろうと
予想されるからです。
４ 「基本的考え方」および平成２９年度改正前
における支配の継続
そこで「移転資産に対する支配〔の継続〕」
の具体的な内容をみていくことにしましょう。
先ほども若干触れましたが，今度の改正の前の
適格組織再編成にはグループ内再編と共同事業
再編という２つの類型があり，そのような建付
２１ 所得税法２５条１項，法人税法２４条１項。
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けにすることは「基本的考え方」においても，
それら２つが「移転資産に対する支配〔の継
続〕」が認められる類型であるという認識と共
に明示されています（スライド１８）。また，適
格要件を具体的にどのように設けるべきかとい
う点についても，グループ内再編と共同事業再
編のそれぞれについて言及がみられます（スラ
イド１９および２０）。法令において適格要件がど
のように具体化されているのかについては別途
表にまとめました（スライド２２）。この表をみ
ると，完全支配関係がある中でのグループ内再
編の場合を除き，事業の移転や移転事業が従業
員の大半が留まる形で継続することが求められ
ており，そうした要素が適格性を認めるにあた
って重視されているということがわかります。
ところが，事業の移転などが課税関係の継続
を基礎づける「移転資産に対する支配〔の継
続〕」の構成要素と位置付けられるものなのか
というと，「基本的考え方」の上ではどうやら
異なる。これらについても「基本的考え方」に
言及がありますが，要求する理由は「組織再編
成による資産の移転を個別の資産の売買取引と
区別する〔ため〕」であるとされており（スラ
イド１９および２０），「移転資産に対する支配〔の
継続〕」とは独立の，追加的な要請であると理
解するのが自然でしょう。では何が「移転資産
に対する支配〔の継続〕」を構成する本質的な
要素と位置づけられているのかというと，実は
曖昧ではっきりしません。ただ，共同事業再編
について，「移転の対価として取得した株式の
継続保有等の要件を満たす限り，移転資産に対
する支配が継続していると考え〔られる〕」と
いうくだりがありますので（スライド１８），こ
のくだりから，資産を移転する対価として株式
を受け取り，これを代わりに保有することが重
視されていると理解する途２２もあり得なくはな
いでしょう。しかし，たとえば，共同事業再編
では株主の数が５０人以上だと株式の継続保有は
不要とされるように２３，法令上の適格要件での
扱いは必ずしも重くないという問題があります。
また，「基本的考え方」によると株式継続保有
は「株主の投資〔の継続〕」を基礎づける要素
ですので（スライド２１），「移転資産に対する支
配〔の継続〕」と「株主の投資〔の継続〕」とを
区別し，前者を重視するという姿勢との整合性
も問題になるように思われますし，さらにいえ
ば，株式継続保有に言及があるのは共同事業再
編の箇所だけで，グループ内再編の箇所には特
に見当たりません。こうしたことを踏まえます
と，「基本的考え方」では，「移転資産に対する
支配〔の継続〕」があり得る類型として，「企業
グループ内の組織再編成により資産を企業グ
ループ内で移転した場合」と「共同で事業を行
うために組織再編成により資産を移転した場
合」の２つが挙げられているに過ぎず（スライ
ド１８），それらの間で共通する要素は特に想定
されていない，とも考えられるところです２４。
もっとも，法令上の適格要件を細かくみてい
くと，資産の移転元の法人と移転先の法人との
同質性という共通項が浮かび上がるようにも思
われます。今度の税制改正の前から，グループ
内再編としては，つまり，支配株主がD社に
存在するのであれば，適格分割型分割としてス
ピンオフを実行できたことは既に指摘しました
が（スライド１３），そのためには分割後に，C
社だけでなくD社にも支配株主が共通して存
在していなければなりませんが，この要求の背
後には分割後のC社による資産の保有と分割
２２ たとえば，岡村・前掲注２３３５―３３７頁参照。
２３ 法人税法施行令４条の３第８項６号イ。
２４ 岡村・前掲注２３３６―３３７頁は「…再編前の支配関係がない場合…も再編後における株式保有の継続が要求されるが，
組織再編成の前後を通じた支配を認めることはできない。このような場合にも，共同で事業を営むためであれば課
税繰延を認める理由は，『経済実態に実質的な変更が無い』（②）という部分に求めざるを得ない」と述べる。
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前のD社による資産の保有との同質性を問う
姿勢があるというべきでしょう。支配株主によ
る間接的な資産の保有の継続が「移転資産に対
する支配〔の継続〕」の決め手であると仮にす
ると，移転資産をもはや保有していないD社
との間に支配関係が継続する必要はないはずだ
からです（スライド２３）。そして，間接的な資
産の保有の継続が決め手であるという理解が成
立し難いのは株主数が５０人以上であれば直ちに
C社株式が売却されてしまっても構わない共同
事業組織再編の場合でも同じです。したがって，
「移転資産に対する支配〔の継続〕」は分割後
のC社が分割前のD社と同視されることで見
いだされていると理解するほかはない（スライ
ド２４），そうすると，この点においてグループ
内再編と共同事業再編には共通性があるのはな
いだろうか，このように考えることができるよ
うに思われるわけです。
３―２ 適格スピンオフの特徴と脆弱性
１ 適格スピンオフの拡充
適格組織再編成を根拠づける「移転資産に対
する支配〔の継続〕」は移転元の法人と移転先
の法人とのある種の同質性に求められている。
「基本的考え方」や改正前の法令の内容からは
このように理解できると思われますが，今度の，
適格スピンオフを拡充する組織再編税制の改正
の内容についても，そのような理解とぴったり
一致とまではいかないが，その延長線上に位置
づけることは可能なものとなっています。以下
では改正の内容を簡単に確認しつつ，そのよう
にいえる理由を示すことができればと思います。
スピンオフ税制に関わる組織再編成税制の改
正事項は大きく４つです。第１は，適格分割の
新類型として「分割法人が行っていた事業の一
部を分割型分割により新たに設立する分割承継
法人において独立して行うための分割」を加え
るというもので（スライド２５），その適格要件
としては，共同事業再編で求められるものとよ
く似た要件と共に，分割の前後で支配株主が存
在しないことを要求する要件が掲げられていま
す。この非支配の要件が満たされるには，分割
前にはD社が他の者に支配されておらず，分
割後にはC社が他の者に支配されていないこ
とが必要となります（スライド２８）。第２は，
第１の適格分割と同じことをD社の下に既に
存在する１００パーセント子会社のC社の株式の
現物分配によっても行えるようにしようという
もので（スライド２６），適格要件は非支配の要
件をはじめとして第１とほぼ同じです。なお，
改正法によると，その名称は適格株式分配とな
るようです。そして，第３，第４は既存の適格
要件の変更，これらには改正前から実施可能で
あった適格スピンオフの要件の変更という性格
があるのですが，第３がグループ内再編として
適格スピンオフの要件を，第４が共同事業再編
としての適格スピンオフの要件をそれぞれ変更
するものとなっています（スライド２７）。具体
的にいいますと，グループ内再編としての適格
スピンオフでは，分割後の支配関係の継続は支
配株主と分割承継法人との間のみで足るとされ
ます（スライド２９）。改正前では，前でみたよ
うに，分割承継法人，要するにC社との間だ
けでなく，分割法人，要するにD社との間で
も支配株主による支配関係が分割後に存在する
必要がありました（スライド１３および２３）。ま
た，共同事業再編としてのスピンオフについて
は，株式継続保有要件の内容が，支配株主が分
割前に存在する場合に限り，その支配株主が分
割承継法人，要するにC社の株式の保有を継
続するというものに改められます（スライド３０）。
これは裏返すと，支配株主が存在しない限りは
株主数が５０人未満であってもC社株式の継続
保有に関する要件はない，そういうことになり
ます。改正前は，株主数が５０人以上の場合には
課さないということで，執行可能性に配慮した
ものと理解できるルールであったわけですが，
支配株主が分割前に存在しなければ，C社株式
の継続保有の判定に執行上さほどの支障はない，
少なくとも今度の改正の前にはそのように考え
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られてきた状況でも，継続保有を問わないよう
に変更されるのだということができるでしょう。
２ 適格スピンオフにおける支配の継続
以上４つの改正の内容は従来の適格組織再編
成，特に，「移転資産に対する支配〔の継続〕」
との関係ではどのような特徴を持つものといえ
るでしょうか。このことを考える上で注目され
るのは，やはり，これらのいずれにも支配関係
の有無に関する改正が含まれている点であるよ
うに思われます。具体的には，事業を独立の法
人に分離するための適格分割型分割や適格株式
分配では，分割や分配の前のD社に支配株主
が存在せず，分割や分配の後にはC社に支配
株主が存在しない見込みであることが求められ
ていますし，グループ内再編では，新設分割型
分割の場合には分割後に継続すべき支配関係は
支配株主とC社との間のものだけとするよう
に改正され，共同事業再編についても，株式継
続保有要件の内容は支配株主がD社に存在す
ることを条件に，その支配株主がC社株式の
継続保有を求めるものへと改正されています。
そして，これらの間には，取引の前にD社に
関して支配関係が存在したり，存在していなか
ったりすることを条件として，取引の後にC
社に関して支配関係の存在や不存在，あるいは
C社株式の継続保有を求めるという共通項を見
いだすことができますが，この共通項は，移転
資産をD社の代わりに保有するC社をD社と
同視できるかという見地から要件を整えた結果
のものなのではないでしょうか。
C社をD社と同視するという視点は，新し
い類型の適格分割型分割や適格株式分配におい
て不可欠であるように思われます。なぜなら，
これらの場合には分割や分配の前後を通じて共
通の支配株主が存在しておらず，むしろ存在し
ていないことこそが適格要件として要求されて
おり，「移転資産に対する支配〔の継続〕」を株
主による間接的な移転資産の支配の継続と理解
することが不可能な類型であるからです（スラ
イド３１）。共同事業再編では，共同で事業を行
うという目的での移転資産の保有が，移転先法
人による保有の経済実態を移転元法人による保
有のそれと同視する根拠となっているように思
われますが（スライド２４），これらの類型では
他の者に支配されていないC社がやはり他の
者に支配されていなかったD社の事業を継続
する形で資産を保有するのなら，C社による保
有とD社による保有とは経済実態として同じ
と考えられているように思われます。また，新
しい類型の適格分割型分割は既存の法人に資
産・負債を移転する吸収分割としては認められ
ず，新設の法人に移転する新設分割としてのみ
実行できるとされていますが，これはC社が
D社から分かれて新しく生じた存在であること
を要求するものと理解できますので，C社をD
社と同視するという発想に連なるものといえる
でしょう。
グループ内再編としての適格分割型分割につ
いては，支配株主による間接的な支配の継続を
観念することが可能ですので，分割前に支配株
主とD社との間に支配関係があり，分割後に
支配株主とC社との間に支配関係があればよ
い，適格になるとされていることは，現に移転
資産を保有している法人を支配株主が支配し，
それを通じて移転資産に間接的な支配を及ぼし
ていることに着目しているからではないか，こ
のように理解することも考えられます（スライ
ド３２）。しかし，適格株式分配に先立ってD社
にある資産・負債を現物出資や分社型分割を使
ってグループ内再編として適格でC社に移転
するには，そうした現物出資や分割は新設でな
ければならない―なぜなら，第二次再編として
適格株式分配を続けて実施する予定である場合
にD社との完全支配関係または支配関係の継
続の見込みが緩和されているのは新設分割と新
設現物出資だけだからです―，つまり，この文
脈においては，分割や現物出資から株式分配ま
での間隔はごく短いものであるにもかかわらず，
移転資産に対するD社の間接的な支配と直接
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的な支配とが区別されたままであることを踏ま
えると，間接的な支配の継続が主たる根拠にな
った，変わったのだといい切るのは，やや早急
なのかな，という気はします。やはり，新類型
の適格分割型分割や適格株式分配と同様に，C
社をD社と同視するという発想が背後に強く
あるといえるのではないでしょうか（スライド
３３）。
また，共同事業再編の場合の株式継続保有要
件の改正の内容にもすっきりしない部分が残り
ます。継続保有の有無の確認に執行上さほどの
困難がないと思われる状況でも継続保有の要件
を課さなくなった点に着目すれば，株式の継続
保有以外の要素でC社をD社と同視できる状
況を正面から認めたということはできるでしょ
う。しかしながら，なぜD社の支配株主であ
るという属性を備えているとC社株式のすべ
てを継続保有しなければならないのか，その根
拠ははっきりしません。移転資産に対する間接
的な支配を有していた株主は，C社株式をC
社の支配に達するほど保有する必要まではない
が，ある程度維持しなければならない，こうい
う発想であるかもしれませんし，C社をD社
と同視する上で必要なものということかもしれ
ない。もっとも，分社型分割などでは共同事業
再編として適格となるために従来から分割承継
法人株式のすべての継続保有が求められていま
したから，支配を及ぼしていた法人から資産を
移転して共同事業を行おうとするのなら，対価
として受け取った株式を継続保有するのは当然
である，このように考える方が自然なのかなと
いう気はするところです。
３ 適格スピンオフ濫用の可能性―適格組織再
編成の拡充という手法は正しかったか？
ここまででは，適格組織再編成がどのような
根拠に基づく取扱いであるのか，適格スピンオ
フの拡充がそれと整合的なものであるのか，と
いうことを主にみてきました。まだまだ研究が
不十分でありますので，現時点での暫定的な結
論ではありますが，課税繰延べの根拠である
「移転資産に対する支配〔の継続〕」は，移転
資産の保有の経済実態という点に着目して移転
元の法人と移転先の法人とを同視できるか，と
いう見地から判断されるものであった，そして，
適格スピンオフの拡充は基本的にはこれに沿っ
て実施されたものと理解することができる，こ
のようにいうことができるでしょう。「基本的
考え方」の策定にあたっての議論をみてみると，
スピンオフ一般を組織再編税制に取り込むこと
は大変難しい，優遇税制でなければ無理だ，と
いうような理解が議論に参加した委員の方から
示されていたりするわけですが（スライド３４），
それにもかかわらず，今度の改正では既存の枠
組みに上手くのせることに成功した，このよう
に評価することができるように思われます。
しかし，スピンオフ税制を既存の枠組みとの
整合性のみから評価するべきではないでしょう。
スピンオフ税制の導入にあたっては２つの配慮
すべき事項があり，具体的には，先に述べまし
た（スライド４～１１）ように，第１に，ロック
イン効果の悪化を防ぐことは必要であるが，他
方で所得課税が掘り崩されてしまわないように
しなければならない，第２に，配当課税の脆弱
性を突く途が拡大してしまわないようにする，
要するに適格スピンオフが濫用されることがな
いように，これらが満たされていなければなら
ないであろうということです。適格スピンオフ
の要件は「移転資産に対する支配〔の継続〕」
が認められる状況を特定するように設けられた
といえますが，それにより濫用の防止に適した
ものとなったのか，この点も問う必要があるだ
ろうということです。そして，次の２つのスラ
イドで挙げるように，所得課税を掘り崩したり，
配当課税の脆弱性をより的確についたりすると
いった目的で，適格スピンオフが，少なくとも
法令上は，一般的否認規定を差し当たり措くと，
実行できてしまうようにみえる。そうすると，
残念ながら濫用の余地はあまり減らすことがで
きていないのではないか，適格スピンオフの適
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格要件は本当にこのままでよいのかが検討され
るべきではないか，このように思われるわけで
す。
適格スピンオフの濫用，もちろんそれが本当
に濫用であるのかについても丁寧な検討が必要
でしょうが，さしあたり濫用と考えることはで
きるものの具体例としては，順序は逆ですが，
配当を株式譲渡益に転換しようとするものを最
初に挙げました（スライド３５）。この例では支
配株主がD社に存在しませんので，スピンオ
フが適格となるためには，新設分割型分割とし
て実行されるにしろ，株式分配として実行され
るにしろ，C社が支配株主を持たない状態でD
社の下で営まれていた事業を，役員を引き継ぐ
などの要件も満たした上で営むことが必要とな
ります。しかし，分割や分配の後に支配株主が
存在することなく事業を営んでいる必要がある
のはC社だけであり，D社については特に何
も要求されません。そのため，D社の方に株主
に配当しようとしていた現金等を残すようにス
ピンオフを実行し，分割や分配後に株主がD
社株式を売却するということができてしまうの
ではないか，このように考えられるわけです。
なお，D社株式の売却先を法人とすれば，D社
株主の下で配当が株式譲渡益に転換されるだけ
でなく，経済的に存在しない株式譲渡損を非課
税で作り出せるのではないかということは，先
にみた通りです（スライド１１）。スピンオフ後の
「移転資産に対する支配〔の継続〕」の有無は
C社について判定される要素であるので，スピ
ンオフ後のD社が適格要件に登場しないこと
はごく自然ではあるものの，本当にそれでよい
のかをもう少し丁寧に問う必要があるのではな
いでしょうか。
また，所得課税を掘り崩すように適格スピン
オフを実行することも，少なくとも法令上は，
たとえば次のような形でできてしまうように思
われます（スライド３６）。この例のD社は最近
話題の大手電機メーカーのように，事業１を現
金化することを検討しているけれども，現金を
対価に事業譲渡をしたり，分社化した上で現金
を対価に株式を譲渡したりすれば事業１の含み
益について課税を受けてしまう。そこで，D社
は事業１を担保にその価値に見合う借入れをど
こからか行い，売却の予定のない事業２を借入
金と共にC社に移転し，直ちにC社株式を株
主に分配する。そうすると，C社には現金と事
業２が残り，D社には事業１が借入金の負債と
共に残されますので，事業１の売却先の候補だ
った者がD社株主からD社株式を借入れの負
債による値下がりを勘案した値段で買い取る。
このようにすることで，事業２を営み続けるC
社は，事業１を経済実態からすると現金化した
とみられるにもかかわらず，事業１の含み益に
対する課税を免れることが，少なくとも法令上
は，できてしまうように思われます。この例も，
先の例と同様，スピンオフ後のD社が適格要
件に全く登場しないことに着目したものですの
で，「移転資産に対する支配〔の継続〕」の有無
に着目したことの是非が問われる局面といえる
でしょう。
３―３ 一般的否認規定の適用可能性
今度の税制改正において，こうした適格スピ
ンオフの濫用を立案担当者が全く想定しなかっ
た，これは流石に考えにくいところです。組織
再編成税制には一般的否認規定が設けられてい
る，すなわち，法人税については法人税法１３２
条の２が，また，所得税についても所得税法
１５６条４項が存在していますから，これらで十
分に対処できるはずである，このように考えら
れたということなのでしょう。しかし，一般的
否認規定の適用がどのようなものになるだろう
かと具体的に想像してみると，先に挙げた露骨
な事例であっても否認はなかなか難しいのでは
ないか，私はこのように考えています。
一般的否認規定の適用の判断枠組みを，ごく
簡単にですが，確認しましょう２５。ヤフー事
件・IDCF事件の最高裁判決２６（スライド３７）
によると，問題の行為計算の不自然性なども考
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慮されますが，大前提として，組織再編税制に
関する各規定の本来の趣旨及び目的から逸脱す
る態様が要求され，そのような態様が認められ
なければ一般的否認規定による否認はできない，
ということになります。もちろん，この態様が
認められれば直ちに否認されるというわけでは
なく，先に挙げた問題の行為計算の不自然さや，
問題の行為計算を行うことの合理的な理由とな
る事業目的その他の事由の不存在も，不可欠で
あると考えられます。
先の例は脆弱性がはっきりわかるよう，露骨
なものにしていますので，問題の行為計算はか
なり不自然ですし，その理由としても税負担軽
減しか存在しないと想定しています。ですが，
それでもなお，「移転資産に対する支配〔の継
続〕」という従来の適格組織再編成の根拠に忠
実に整えられたスピンオフの適格要件の本来の
趣旨・目的から逸脱する態様が認められると断
言することには私は躊躇を覚えます。配当課税
の脆弱性を突く例にせよ，所得課税を掘り崩そ
うとする例にせよ，移転資産は従前のD社と
同視することが容易な，むしろD社そのもの
といってもよいC社によって保有されていま
すので，「移転資産に対する支配〔の継続〕」の
存在は否定し難いと考えられるからです（スラ
イド３８）。他方，法人税法上の適格株式分配の
定義には「完全子法人と現物分配法人とが独立
して事業を行うため」という文言が含まれてい
ますから２７，この定義振りに着目して株主がD
社を処分する前提で実行されるスピンオフを適
格にしようとするのは本来の趣旨・目的に反す
る態様である，このような解釈もあり得るのか
もしれません。しかし，「その分割に係る分割
法人と分割承継法人…とが共同で事業を行うた
め」という定義振りになっている共同事業再編
としての適格分割２８でも，分割直後にD社の清
算が予定されていても適格性は失われないと理
解されていること２９も踏まえますと，「完全子
法人と現物分配法人とが」という文言のみから，
スピンオフ後もD社が支配株主を持つことな
く，事業を営むといった，政令で具体化された
適格要件に片鱗もない要素を読み込むのはやは
り相当に厳しいように思われます。また，ヤ
フー・IDCF事件が法令上の要件を充足する，
あるいは充足しないようにするために，やや無
理のある工夫を法人税法１３２条の２の適用にあ
たって尊重するかどうかが争われたものである
のに対し，先の２つの例では法令上の要件を充
足するために納税者が特に無理をするわけでは
ありません。それにもかかわらず，法令上の要
件の本来の趣旨・目的に反する態様があると認
めるということは，法律の委任を受けた政令が
敢えて規定しなかった要素を読み込むことにほ
かならず，課税要件明確主義に反する疑いがぬ
ぐえないように思われるところです。
さらに，適格要件を無理なく満たしている場
合であっても本来の趣旨・目的に反する態様が
あり得るとしても，ヤフー・IDCF事件最高裁
判決によると一般的否認規定の適用には事業目
的などの欠如が基本的には要求されますから，
先の例のような露骨な取引でなく，IBM事件
で実行されたような洗練された取引に対処する
ことは困難ではないかとも考えられます。私の
個人的な感覚としては，制度の濫用の度合いで
２５ たとえば，小塚真啓「法人税法１３２条の２の不当性要件の意義とその判断枠組み―ヤフー事件」ジュリ１５０５号214頁
（２０１７年）参照。
２６ 最判平２８・２・２９民集７０巻２号２４２頁，最判平２８・２・２８民集７０巻２号４７０頁。
２７ 法人税法（平成２９年法律第４号（未施行）よる改正後）２条１２号の１５の３。
２８ 法人税法２条１２号の１１ハ。
２９ 国税庁「分割後に分割法人が解散することが予定されている場合における適格要件の判定について（共同事業要
件）」（https : //www．nta．go．jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/shitsugi/hojin／３３／０８．htm）（最終アクセス２０１７年４月
２４日）参照。
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みれば，ヤフー・IDCF事件よりも IBM事件
の方がよほど強かったように思われるのですけ
ども，結果的に裁判所はヤフー・IDCF事件で
は否認を認める一方，IBM事件では否認を認
めませんでした。IBM事件の取引にも不自然
さはありましたが，IBM AP社という中間持
株会社を設けた理由をもっぱら税負担軽減であ
ると認定することには無理があった。そうする
と，配当課税の脆弱性を突いたり，所得課税を
掘り崩したりする要素のあるスピンオフが，一
定の事業目的を伴って実行された場合に否認す
ることにも相当の困難が予想されるところです。
また，スピンオフ直後に株主がD社株式を売
却したり，スピンオフ直前にD社に負債を生
じさせたりすることについて，それが趣旨・目
的に反する態様である可能性を，法令上に何ら
の手がかりもなく訴訟で追求していくことの弊
害も無視すべきではないでしょう。そのような
スピンオフの前後での様々なアレンジはおよそ
税負担軽減から行われるものと断じられるもの
ではなく，それにもかかわらず漠然と否認の対
象であるとされれば，正当な事業目的から行う
ことに躊躇する状況が生じてしまうように思わ
れるからです。
４．アメリカ法からの示唆とまとめ
１ アメリカ法における法人分割
これまでみてきたように，今度の改正で拡充
される適格スピンオフには，その適格要件が
「移転資産に対する支配〔の継続〕」に着目し
て設けられた結果，所得課税を掘り崩したり，
配当課税の脆弱性を突いたりする濫用の危険性
があり，その穴を放っておくべきではないでし
ょう。しかしながら，一般的否認規定を用いて
穴を塞ごうとするのは，実効性に疑義があるば
かりでなく，正当な事業再編を阻害してしまう
恐れが強いと考えられますので，避けるべきこ
と，不適切なことといわざるを得ないように思
われます。そうすると，一般的否認規定でなく
個別的否認規定を設ける，あるいは，適格要件
に適格スピンオフの濫用の防止に資するものを
追加することが必要ということになりますが，
それらはどのような内容のものとすべきでしょ
うか。この点で大変に参考になると思われるの
が，アメリカ法，すなわち，アメリカの連邦所
得税制における法人分割の課税ルールです３０。
とはいうものの，アメリカ法のルールは膨大
かつ大変に複雑であり，どの部分が日本のスピ
ンオフ税制の課題の解決に資するものであるの
かについては，まだ十分に研究が進められてお
りませんので，現時点で具体的な解決策がみえ
ているわけではありません。しかし，アメリカ
法には，今から９０年以上前の１９２４年歳入法で非
課税のスピンオフが認められて以来，Good な
分割と Bad な分割とを区別する努力を，種々
数多くの改正を伴いつつ積み重ねてきたという
長い歴史があり（スライド４０～４７），しかも，
１９２４年歳入法で認められた，当初の非課税スピ
ンオフは取引の直後にC社をD社の株主が支
配しているだけで認められるものでしたから，
そのスタートは「移転資産に対する支配〔の継
続〕」を重視する今の日本の適格スピンオフと
よく似ていたといえるわけです（スライド４２）。
そのようなアメリカ法のルールが組織再編成と
は別個，独立の要件から成っていることや，仕
掛要件や積極的事業活動要件などをC社とD
社の両方に課すようになっていること（スライ
ド３９）は大いに注目すべきだと思われます。ま
た，現在では詳細な要件が制定法によって設け
３０ アメリカ法の法人分割のルールに関する優れた先行研究としては，たとえば，渡辺徹也「法人分割と租税回避」『企
業取引と租税回避』（中央経済社，２００２年）１２１頁（初出１９９６年），渡辺徹也「分割税制に関する濫用とその規制―
法人課税を中心に―」『企業組織再編成と課税』１８９頁（弘文堂，２００７年）（初出２００１年）がある。
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られているにもかかわらず，スピンオフなどの
法人分割を非課税で行うことを認めるための要
件として，７０年以上前の Gregory判決に由来す
る事業目的が必要とされ，重視され続けている
ことにも注目すべきかもしれません。
２ 積極的事業活動要件の見直し
アメリカ法のルールにおける個別の要件に関
する動きで注目すべき点としては，積極的事業
活動要件の見直しが進められており，そのウェ
イトが再び上がりつつあるということがありま
す（スライド４８）。積極的事業活動要件は，C
社とD社の両方が単なる投資活動ではない事
業活動（Active Trade Business，ATB）を分
配直後に営むことを要求するもので，C社やD
社には，たとえば，所有する不動産を貸しつけ
るだけでなく，収益物件として運営していると
いったことが求められます（スライド４８）。ま
た，ATBと認められるためには分配の時点で
５年以上営まれていなければなりませんし，さ
らに，外部から課税取引によって取得したもの，
つまり外部から購入して手に入れたものは
ATBから排除されます。しかし，これまでの
運用としては，ATBと認められるために規模
は特に問われてこなかった，すなわち，C社や
D社全体からすると，ごく僅かな資産しか用い
ない活動であってもATBに当たるとされてき
たのです。
しかしながら，米国ヤフー社が保有する中国
のアリババ社の株式を別会社へと移転し，その
別会社を株主にスピンオフしようとした取引を
きっかけとして，ATBの要件として規模も問
われる方向に進みつつあります。米国ヤフーが
計画したスピンオフは，主としてアリババ社株
を保有し，運用する新会社の株式を米国ヤフー
の株主に分配しようとするもので，そうしたア
リババ社株の運用それ自体は投資活動に過ぎず，
ATBになり得ないはずですが，それと比べる
と非常に規模が小さい，わずか０．２パーセント
分に過ぎない事業も新会社に一緒に移転するこ
とにより，僅かな規模の事業がATBとなって
積極的事業要件を満たす，このようなことが試
みられたのです。これに対して内国歳入庁が懸
念を示し，結局，米国ヤフーはスピンオフの計
画を撤回します。さらに現在，ATBは少なく
とも全体の５パーセントに相当するものでなけ
ればならないというルールを設けるよう，財務
省規則の改正が進められているところです。
３ 仕掛要件と積極的事業活動
また，積極的事業活動要件の外側でも，具体
的には仕掛要件において，ATBの概念には役
割が認められており，さらにその役割を重視す
るという注目すべき傾向が出てきています（ス
ライド４９）。仕掛要件は，非課税で行われるス
ピンオフ等の法人分割が実質的には配当を受け
取る手段となることを防止しようとするもので，
主な目的がそのような手段であると判断される
場合には非課税の要件が満たされないこととな
る。そして，その判断は問題の取引に関する事
実から，仕掛要素，つまり，実質的には配当を
得させているとみる方向に作用するものと，非
仕掛要素，つまり，配当を得させているとの評
価を退ける方向に作用するものを見いだし，そ
れらを総合考慮して行われるのですが，仕掛要
素の一つとして，非ATB資産，要するに，
ATBに用いられていない資産の保有があり，
さらに，ATB資産と非ATB資産との間の比
率をD社と C社で比較したときにこれが極端
に異なる場合にはそれは強い仕掛要素になると
されています。要するに，大きな非ATB資産
がD社と C社のどちらか一方の側にだけある
状態であるとすれば，その一方の会社のみを売
却し，実質的に配当を得る準備をしているので
はないかと強く疑われるわけです。
しかしながら，仕掛要件が単なる総合勘案の
ままであると，非仕掛要素としてスピンオフな
どの法人分割を正当化する強い事業目的がある
ことにより，大きな非ATB資産に由来する強
い仕掛要素が打ち消されてしまい，仕掛ではな
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いという判定がされることがあり得てしまう。
このように，ATB資産と非ATB資産との比
率の乖離を説明しない事業目的によって仕掛と
判定されないというような結果が発生し得ると
いう状況はおかしいということで，現在，比率
が乖離していることを正当化する事業目的が示
さなければならないようにするように規則改正
が進められているのです。
４ 適格スピンオフの課題
報告を終えるにあたり，再度強調しておきた
いのは，従来の適格組織再編成の枠組みに入れ
る以上，適格スピンオフの要件として「移転資
産に対する支配〔の継続〕」を重視するのは確
かに自然ではある，ところが，それにより適格
スピンオフの濫用が十分に防止されるわけでは
ないということです（スライド５０）。その主た
る理由は，移転資産にばかり注目する結果，適
格要件が資産の移転を受けた後のC社の側に
偏ってしまい，資産を移転した後のD社の状
況がスピンオフの適格性と切り離されてしまう
ことにありますから（スライド３５および３６），
移転しない資産にも注目する，すなわち，移転
しない資産の支配の継続も問うというのも一案
ではあるでしょう。しかし，移転しない資産に
対する支配に着目するというのは，従来の適格
組織再編成にない全く新しい発想ですので，既
存の枠組みうまく当てはまるのかは未知数です
し，そのような支配の継続の有無は分割や分配
の時点の見込みによって判断されるのでしょう
から，C社株式やD社株式の譲渡などに一定
の不確実性を織り込むことで回避され，やはり
濫用を十分に防止できないということも考えら
れるところです。また，スピンオフを一般に適
格組織再編成とすることは，「基本的考え方」
や平成１３年度の改正時には全くの想定外であっ
たわけですから（スライド３４），経済実態に変
化がないということの意味を，「移転資産に対
する支配〔の継続〕」にこだわらず，スピンオ
フについて一から探る方がよいのではないか，
そのように思うところです。
とはいえ，どのようなスピンオフであれば経
済実態に変化がないといえるのかというと，正
直なところまだよくわかっていないのですが，
先ほど少しだけ紹介したように，アメリカ法の
ルールの最近の傾向として，スピンオフなどの
法人分割の後に，C社およびD社が投資活動
とは区別されるATBを，それなりの規模で，
また，非ATB資産を一方のみが大量に抱え込
むことなく営むことが重視され，求められるよ
うになってきたことは大いに注目すべきものだ
ろうと考えています。なぜなら，こうした要求
は，１つの法人が課税を受けることなく２つの
法人に分かれるにあたり，いずれも主として
ATBを営むための存在となることを求めるこ
とを通じて，分かれた２つの法人と分かれる前
の法人との同質性を実際に確保しようとするも
のと理解できるように思われるからです。適格
スピンオフが濫用される場合，特に，配当課税
の脆弱性が突かれる場合（スライド３５）には，
分割や分配の前のD社とは明らかに異質な，
株主に配当される予定の現金などのみをもつD
社またはC社の存在が鍵となりますから，分
割や分配の後のD社や C社がその前のD社と
実際に同質であることの要求は，そうした濫用
の防止に直結するものであるように思われます。
もちろん，スピンオフの前後で実際に同質であ
ることの要求のみで濫用防止が十分であるとは
いい難いでしょうが―たとえば，先に挙げた所
得課税を掘り崩すタイプの濫用（スライド３６）
では，スピンオフの前後を通じてD社が事業
１を営み続けており，同質性を保っているとい
えるでしょう―，事業再編の促進という趣旨と
も矛盾しませんし，それなりに妥当な出発点だ
とは考えられます。適格スピンオフの濫用の防
止には他にどのような要件が必要であるのか，
また，もっぱら法人グループの内部で行われる
スピンオフや共同事業再編としてのスピンオフ
でも，前後での同質性を要求すべきかどうか，
といった点については，今後の課題として研究
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を続けていこうと思います。
だいぶ時間を超過してしまいましたが，今日，
お話ししようと用意してきた内容は以上となり
ます。ご清聴ありがとうございました。
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